
新型コロナウイルス感染症に関する支援制度の活用フローチャート

令和２年４月２２日時点

【注意事項】この資料は萩市が独自に作成したもので、すべての支援メニューを網羅したものではありません。実際に制度を利用される際は、各団体
等に内容を確認の上、各自の責任においてご利用ください。また、今後の情勢の変化等によって制度が変更される可能性があります。

雇用を維持したい

資金繰りに困っている

支援制度の詳細はこちらから！

（問い合わせ）
萩市役所 0838-25-3131（代表）

休業する必要がある

■雇用調整助成金【厚生労働省】
一次的な休業等により従業員の雇用維持を図った場合に休業手当や賃金等の一部を補助。

■萩市中小企業者等雇用調整特別助成金【萩市商工振興課】
国の「雇用調整助成金制度」に対する上乗せ補助。

融資を受けたい

給付を受けたい

税金等の軽減を
受けたい

■政府系金融機関による融資【日本政策金融公庫、商工中金等】
売上高が一定以上減少した事業者業等を対象とした特別貸付（条件により無利子・無担
保）。日本政策金融公庫による特別貸付やマル経融資の金利引き下げ、商工中金による
危機対応融資など。

■信用保証付き融資【民間金融機関】
民間金融機関による実質無利子・無担保融資（セーフティネット保証４号・５号・危機
関連保証の適用と連動した売上高の減少を満たした場合）
※国の令和２年度補正予算成立が前提

■中小企業経営安定資金融資【萩市商工振興課】
中小企業者等が当面の運転資金など、経営安定のためのに資金を円滑に調達できるよう、
金融機関を通じた融資の保証協会への保証料と金融機関への支払い利子を補助。

■持続化給付金【経済産業省】
売上が前年同月比５０％以上減少している事業者に対して給付金を給付。
（給付上限額：法人２００万円、個人事業者１００万円）

■納税等の猶予制度【国・県・萩市】
2020年2月以降、収入が減少したすべての事業者について、無担保・延滞金なしで法人
税、消費税、固定資産税等の納税、社会保険料、上下水道料等の納付を猶予。

固定資産税
都市計画税

法人税

■固定資産税・都市計画税の軽減【経済産業省】
事業用の設備・建物等の固定資産税・都市計画税（2021年度課税分）について、半減
又は全額を免除。

■欠損金の繰戻還付【経済産業省】
資本金10億円以下の事業者において、前年度が黒字決算で当該年度が赤字の場合に、
前年分の法人税を還付。

売上減少を抑えたい ■事業者のマーケティング（販路拡大）支援【萩市産業戦略室】
ふるさと納税サイト（ECモール）を活用した販路拡大への支援（外需の活用）。生産者、
中小卸小売事業者と量販店等とのマッチング（内需の振興）。

その他の支援施策について

■生産性革命推進事業の拡充【経済産業省】
各補助事業の補助率又は補助上限額を引き上げた「特別枠」を新設。
①ものづくり補助金 ②持続化補助金 ③ＩＴ導入補助金
※国の令和２年度補正予算成立が前提

■萩市中小企業等事業拡大補助金【萩市商工振興課】
中小企業等の事業展開の促進や、事業の持続化を支援するため、展示会や物産展へ
の出展、新商品の開発、クレジットカード、電子マネー決済機器の購入、公衆無線
ＬＡＮの設置に必要な機器の購入などの経費の一部を支援。

■生活福祉資金【社会福祉協議会】
貸付の対象世帯を低所得世帯外に拡大。休業や失業者等への緊急小口資金等の
特例貸付を実施。

【萩市】
新型コロナウイルス
関連情報まとめ

【厚生労働省】
雇用調整助成金について

【経済産業省】
各種支援策について

【財務省】
税制上の措置(案)について

※国の雇用調整助成金の申請時に提出される書類等の写しが必要となります。書類をコピーのうえ
保管をお願いします。

※雇用調整助成金等の申請のため社会保険労務士等の専門家を活用する場合、「萩市中小企業等事
業拡大補助金」をご利用いただけます。（補助率1/2、補助上限額５万円）
ただし、事前の申請が必要となります。詳しくは萩市商工振興課へお問い合わせください。

◎その他、国の支援策等については右のＱＲコード【経済産業省】から
ご確認ください。


